
川島町まち・ऱと・しごと創生総合戦傎

平成28ফ২ 進ষ拻৶表

平成２９ফ６月

川 島 町

資料１



○評価について（案）

 達成厾計算式 （現状値－基準値）／（目標値－基準値） （小数点第２位以下卲ຽ）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

Ａ 20％以上 40％以上 60％以上 80％以上 100％以上

Ｂ 15～20％未満 30～40％未満 45～60％未満 60～80％未満 75～100％未満

Ｃ 10～15％未満 20～30％未満 30～45％未満 40～60％未満 50～75％未満

Ｄ 10％未満 20％未満 30％未満 40％未満 50％未満

目標達成に向け進んでい
る

 当該ফ২の実績値が目標値に対して、基準値からどの程২達成しているか（達成厾）について、
下表に基づき評価しています。

目標達成に向け概ね進ん
でいる

評価
ফ২別評価基準

Ａ：スケジュールどおり実施した
Ｂ：スケジュールを概ね実施した
Ｃ：スケジュールにやや遅れがある
Ｄ：スケジュールに遅れがある、または未実施

目標達成に向けやや遅れ
がある

目標達成に向け遅れがあ
り、改善や工夫が必要と
思われる

数値基準のない事業や平成31ফ২達成に向けて進めている事業については、当該ফ২における進捗状況にپ
より評価しています。

。達成厾のཔ儙ができていない事業は「－」としていますپ



平成 ফ২

●概要

●重要業績評価指標（KPI）の評価

評価

結婚から子育てまで親子にやさしい環境の充実

出会いから結婚への一層の支援
Ｄ

子どもを安心して生み育てるための体制整備
―
Ｄ
A
Ａ
A

子育てに卲れ目のない支援の充実
子育てにやさしい経済支援

Ｄ
拊者や子育て匒代への住挭支援

Ａ
Ａ

川島町の未来を担う教育の充実
次代を支えるৡを育てる教育の充実

Ｃ

Ａ:順調 Ｂ:概ね順調 Ｃ:やや遅れている Ｄ:遅れている

【外部委員からの評価】

固定資産税の課税免除件数（ྸ計） 56件 300件 110件 154件

学ৡ向上（埼玉県学ৡ・学習状況調査） ― 県平均以上 14科目中２科目
県平均以上

14科目中４科
目県平均以上 28.5%

40.1%
20件 ― 10件

第3子以ఋの出生数（ফ間） 20人 10％増加 20人 14人 基準値以下

50.0%

児童遊園地整備数（ྸ計） ― 25か所（全地域） 9か所 15か所
勘཯匮探費助成件数（ফ間） ― 10件 ― 5件

60.0%
50.0%

子育て匒ఝの住挭リフज़ーム補助事業匏用件数（ྸ計） ―

350人 202人 289人
産前産後子育て支援ヘルパー匏用登録者数（ྸ計） ― 50人 ― 1人 2.0%

82.6%

婚姻件数（ফ間） 228件 250人（10％増加） 272件 232件

子育て支援拠点匏用者数（ফ間) ― 15,000人 ― ―

18.1%

―

子育て応援アプリ登録者数（ྸ計） ―

評価 A Ａ:順調 Ｂ:概ね順調 Ｃ:やや遅れている Ｄ:遅れている

数値目標
指標 基準値 と 目標値

評価の৶厩

合計特໰出生厾は、平成26ফ২1.04から平成27ফ২1.08と0.04上ಊし、平成31ফ২の目標値1.09ま
で、あと0.01ポイントとなっており、順調である。平成28ফ২には、結婚支援事業、産前産後子育て支
援ヘルパーの整備、勘཯匮探費助成事業がスタート、子育て支援総合センター（かわみんハウス）改修
工事の౥傒など、子育て支援策の充実が図られ、結婚から཯႔・子育てまでの卲れ目のなり支援体制の
構築が整いつつあり、取組の効果が表れている。

重要業績評価指標（KPI） 基準値
（26ফ২）

目標
（31ফ২）

実績
（27ফ২）

実績
（28ফ২）

୸ਛ૨

28 川島町まち・ऱと・しごと創生総合戦傎 進ষ拻৶表

実績 実績 達成厾（%)
（25ফ২） （31ফ২） （26ফ২） （27ফ২）

基本目標１ 拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実

基本的方向
「出生厾の向上」を目指し、拊い匒代の結婚の希望をかなえ、཯႔・出産・子育てまでの卲れ目のない
支援をষう環境づくりと教育を充実する。

合計特໰出生厾 0.80 ⇒ 1.09 1.04 1.08 96.5%
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調

B 概ね順調

C やや遅れている

D 遅れている

180

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

その他

一般財源

180

0

0

0

0

事業費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
 親向けの婚活講演会・交及会は、町単捌開催では参加者が少ない。
 結婚サポーターの活動が個々の活動に頼る部分があるため、活動する上で課題などの情報を共有する必要がある。

今後の方向性（改善策）
 親同厨の講演会・交及会は、町単捌では厝分な参加人数を確保できないため、埼玉県川越都市圏まちづくり協議会等を通じ、近
ๆ市町と連携して実施する方向で調整を図っていく。
 結婚サポーターの意ৄ交換会を実施し、活動の活性化を図る。

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

D
評価の৶厩

 結婚サポーター制২を開始し、町ড়の成婚につながったこと、近ๆ市町村と連携した婚活イベント開催が１つ
増えたこと、親向けの婚活講演会・交及会を開催し、結婚支援の取組の充実を図るなど各種取り組みを実施した
ものの、基準値である228件の10％増加の目標値（250件）に到達していない。

評価指標
（達成厾）

婚姻件数（ফ間）

18.1%

基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標 実績 達成厾（31ফ২） (28ফ২）

232件

総
合
戦
傎

拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実 事業ফ২

推進施策

概要

○拊い捌身者同厨の出会いを支援します。近ๆ市町村と連携した婚活イベント等の開催をষいます。
○未婚者の結婚を支援する人（結婚サポーター）を僐集し、結婚を希望する捌身卂匩を対象として、結婚ৼ挫ҩおৄ
合い支援をষい、成婚時にはሹೖস等を支給します。
○未婚の子を持つ親同厨の交及会をষいます。

結婚から子育てまで親子にやさしい環境の充実 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২

具体的な施策 出会いから結婚への一層の支援 ● ●

基本目標

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

取組内容

(算出根拠)
婚姻届の届出件数

228件 272件 250件

【結婚サポーター制২】
7�19に結婚サポーター制২を開始し、現在6名登録。1組の成婚成য়。
【近ๆ市町村と連携した婚活イベントの開催】
10�15（比企地域元気アップ実ষ委員会・9市町村で連携）、1�28（埼玉県
川越都市圏まちづくり協議会・7市町で連携）で婚活イベントを開催
【親同厨の交及会】
11�5に親向けの婚活講演会と交及会を開催

（単位：千円）

31ফ২

● ●

30ফ২

●

事業番号 1

28

事業名 結婚支援事業 担当課 政策推進課
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

事業費

60

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

その他

一般財源

60

0

0

0

0

・オリジナル婚姻届・出生届の匏用者拡大
 町ホームページに掲載（ダウンロードも可）
 近ๆの結婚式場へ用紙の紹介と配布
 産婦人科医院へ用紙の紹介と配布
・希望者に対し届出書をコピーして、オリジナルの台紙に入れてプレ
ゼント

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
○近ๆ市区町村でもオリジナル用紙の作成や、有厄でも多種多様な用紙が出回っている。現在のオリジナル婚姻届の他に記挡捂卢
をቦる台紙を作拸し、記挡捂卢を撮影した捂卢を記挡にプレゼントする取り組みを検討していく。

今後の方向性（改善策）
○今後、結婚サポーターや、婚活イベント等で、オリジナル婚姻届の周知をする。健康福祉課でಟ子手໩を据す匶にオリジナル出
生届を紹介し、希望者に配布予定。

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

目標

(算出根拠)
婚姻届の届出件数

取組内容

評価指標
（達成厾）

婚姻件数（ফ間）

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

D
評価の৶厩

○オリジナル婚姻届・出生届の用紙はかわいいイメージで好評であるが、婚姻件数の増加に結びついていない。
叐僣を取りに来られた捌身者に拨をかけ、オリジナル婚姻届の紹介をし、希望者に用紙を据している。また、届
出書は拤に記載台に置いて自厩に持ち帰れるようにしている。オリジナル婚姻届の件数（平成28ফ২婚姻届
232件中 49件）

実績 達成厾（31ফ২） （28ফ২）

228件 272件 250件 232件 18.1%

基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

概要

拊い匒代が結婚や出産を身近でྟৡあるものと感じられるよう、マスコットキャラクター（かわべえ、かわみん）
等を用いた町オリジナルの婚姻届、出生届を作成します。

30ফ২29ফ২

（単位：千円）

基本目標総
合
戦
傎

拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実 事業の実施ফ২

31ফ২

具体的な施策 ●

推進施策 結婚から子育てまで親子にやさしい環境の充実 27ফ২

出会いから結婚への一層の支援 ● ● ● ●

28ফ২

事業番号 2

28

事業名 オリジナル婚姻届・オリジナル出生届の活用 担当課 町ড়生活課
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  ■ ■ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

」

114,975

財
源
内
訳

国庫補助স 0

県支出স 0

地方債 61,300

その他 36,011

一般財源 17,664

事業番号 3

28

事業名 子育て支援拠点施設整備／川島版ネウボラの実施 担当課 子育て支援課

基本目標総
合
戦
傎

拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実 事業の実施ফ২

推進施策 結婚から子育てまで親子にやさしい環境の充実 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২ 31ফ২

具体的な施策 子どもを安心して産み育てるための体制整備 ● ● ● ● ●

概要

○町য়川島໽ည園廃園後の施設を匏用し、安心して出産・子育てができるよう、子育て親子が気ೄに集い交及でき
る場を整備します。また、川島版ネウボラとして、結婚から཯႔・出産・子育てまで卲れ目のない一ฮしたサポー
トを提供する体制を構築します。

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

取組内容

評価指標
（達成厾）

子育て支援拠点施設匏用者（ফ間） 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

○施設整備に向けた工事業務の叆৶を委託して実施した。
 受託者 株式会社新日本設計  代表取締役 松崎峰夫
 委託厄    2,700,000円
 業務委託期間 平成28ফ6月22日ع平成28ফ12月16日
○施設整備に向けた工事業務を委託して実施した。
 受託者    株式会社島村工業   代表取締役 島村 健
 委託厄    100,224,000円
 業務委託期間 平成28ফ6月14日ع 平成28ফ12月16日
○指定拻৶者を選定した。
 指定拻৶者 シダックス大新東঄ューマンサービス株式会社

(算出根拠）
施設オープン後の匏用者の数

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

- 15,000人

事業費

達成厾（31ফ২） （28ফ২）

- -

実
施
（
D
O
）

実績

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等

今後の方向性（改善策）
事業の継続

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

○事業スケジュールでは、平成29ফ২の子育て支援拠点施設オープンに向けて、平成２ڴফ২中の整備工事をষ
うことにしており、予定どおり業務が౥傒した。

目標

-
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  ■ ■ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

事業番号 4

28

事業名 産前産後子育て支援ヘルパーの整備 担当課 子育て支援課

基本目標総
合
戦
傎

拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実 事業の実施ফ২

推進施策 結婚から子育てまで親子にやさしい環境の充実 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২ 31ফ২

具体的な施策 子どもを安心して産み育てるための体制整備 ● ●

その他

● ● ●

事業費 0

（算出根拠）
事業の登録者数

財
源
内
訳

国庫補助স 0

概要

○཯႔中または出産後で体調勘拖等により家事をする人がいない家庭にヘルパーを挩傛し、食事の支援、ຸᅲ、྽
除などの家事援助を提供する環境を調えます。

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

取組内容
県支出স 0

地方債 0

達成厾

0

一般財源 0

評価指標
（達成厾）

産前産後子育て支援ヘルパー匏用登録者数
（ྸ計）

基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

－ － 50人

（28ফ২）

○事業実施要傖を施ষし、平成28ফ২12月より事業を開始した。(登
録1名、匏用件数0件)

１人 2%

（31ফ২）

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

実
施
（
D
O
）

実績

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
事業の周知勘拒もあり、匏用応僐が少なかった。

今後の方向性（改善策）
保健センター等と連動して཯婦等への事業の周知をษ卶でষっていく。また、フ॓ミリーサポート・ಸ双サポート登録者（約70
名）にも周知を図る。

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

D
評価の৶厩

○平成2ڴফ২に要傖を制定し、事業を開始し、広報・町ＨＰにより周知を図ったが、ফ২内の登録者数は１人
だったため。
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  ■ ■ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
○関係機関との連携や掲載情報を調整するシステムができていなかったため、ಟ子保健に関する勞新情報や子育てに関するイベン
ト情報などのಌ新の滞りがある。子育て支援課・かわみんハウス等との情報連携を図り、アプリを活用し、子育て期に必要な情報
を積極的に発信する必要がある。

今後の方向性（改善策）
○勞新情報やイベント情報など定期にಌ新をする。
○子育て支援課との連携を図る。

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

達成厾（31ফ২） （28ফ২）

0

0

0

0

941

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

 登録者数は、ほぼ出生数ずつ増加しており、アクセス数も月平均５０００件を超えている。
 ཯႔届出時・出生届出時に匏用方法や登録方法を拿৥し、登録者数の増加に౑めている。

82.6%

評価指標
（達成厾）

子育て支援アプリ登録者数（ྸ計） 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

― 202人 350人（算出根拠）
登録者数

実績

289人

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

取組内容

概要

予防接種への勘安や負担感をೄ減し、安心して子育てできる環境づくりとして、子育て情報を提供するアプリِ子
育て応援ナビ』を実施する。

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

地方債

その他

一般財源

予防接種スケジュール拻৶、感偦儇や予防接種情報、ಟ子保健事業等
における情報の提供

事業費

実
施
（
D
O
）

941

事業番号 5

28

● ●

拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実 事業の実施ফ২

結婚から子育てまで親子にやさしい環境の充実 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২ 31ফ২

子どもを安心して産み育てるための体制整備 ●

事業名 予防接種情報提供サービス事業 担当課 健康福祉課

● ●

総
合
戦
傎

推進施策

具体的な施策

基本目標
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
 事務所拻৶人が園内儏回時は、Ҧ捭ちゃんの駅」がある事務所を施ჭするため、匏用できない。
 事務所の一偰をढ़ーテンで捸卲っているため、小さな子を連れての捭ちゃんの匒匋や叉ち着いて౸໚をしたり、小さな子供の休
憩場所となっていない。

今後の方向性（改善策）
 いつでも叉ち着いて౸໚や小さな子の休憩場所となるよう、捭ちゃんの駅掭用の入卶や事務掂との࿒掤の検討をしていく。
 今後、捭ちゃんの駅が充実し、小さな子供づれが平成の森公園に町内外から多く来園し、匏用してもらえるよう保捿整備をして
いく。

実
施
（
D
O
）

実績

0

0

0

0

0

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

達成厾（31ফ২） （28ফ২）

160件

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

匏用件数は整備以前の月１２ع回程২からڴعڳ回と増加しており、匏用件数も目標を上回った。また、アン
ケート結果では５段階評価で３以上の評価を得ている。

107%

評価指標
（達成厾）

 匏用件数（ফ間） 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

― 59件 150件（算出根拠）
 平成の森公園拻৶事務所日誌

取組内容

概要

໚໽児が安心して遊べ、親子同厨の交及が活発になるよう、平成の森公園内の౸໚施設を再整備します。

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

地方債

その他

一般財源

・平成の森公園事務所内で周೧に気を使わず安心して匏用できる捭
ちゃんの駅を拻৶する。

事業費

30ফ২ 31ফ২

具体的な施策 子どもを安心して生み育てるための体制整備 ●

推進施策 結婚から子育てまで親子にやさしい環境の充実 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

事業番号 6

28

● ●

事業名 平成の森あかちゃんの駅充実事業 担当課 まち整備課

● ●

基本目標総
合
戦
傎

拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実 事業の実施ফ২
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  □ □ ■

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

基本目標

計
画
（
P
L
A
N
）

事業番号 7

28

事業名 子どもの遊び場整備事業 担当課 子育て支援課

総
合
戦
傎

拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実 事業の実施ফ২

推進施策 結婚から子育てまで親子にやさしい環境の充実 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২ 31ফ২

具体的な施策 子どもを安心して産み育てるための体制整備 ● ● ● ● ●

概要
○地域の協ৡと資源を活かし、子育て環境を向上させるため、各自匮会の主体的な子育て活動を支援し、地域の児
童遊園地を再生します。(全25か所)

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

取組内容

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

事業費 7,858

財
源
内
訳

国庫補助স 0

県支出স 0

○H２ڳফ২中に川島町区শ会を実施団体として、地域で拻৶してい
る児童遊園地の全遊具を点検してもらった。
○その中から、ಸ双২の高い順に整備ফ২を割り捽り、各地区を実施
団体として平成28ফ২は合計6か所の児童遊園地の遊具をಌ新しても
らった。
○かかる費用は全額、補助সで支出した。
（遊具ಌ新費用）
上ᐖ  1,481,760円  偰೎  1,034,640円
宮本  1,460,160円  畑中  1,233,360円
শ掱  1,341,360円  དౖ  1,306,800円
合計 7,858,080円

0

その他 0

一般財源 7,858

評価指標
（達成厾）

児童遊園地整備数（ྸ計） 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

― ９件 全地域 15件 60%（算出根拠）
 整備数／ಌ新希望箇所数

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

○当匘予定していた、全遊具の点検・ಸ双২の高い遊園地の遊具ಌ新（5か所の予定を前౵しして6か所整備）が
できた。

実
施
（
D
O
）

実績
達成厾

（31ফ২） （28ফ২）

地方債

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等

今後の方向性（改善策）
事業の継続
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  □ □ ■

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

事業番号 8

28

事業名 放課後児童クラブ学習環境整備事業

29ফ২ 30ফ২ 31ফ২

具体的な施策 子どもを安心して産み育てるための体制整備 ● ● ● ● ●

推進施策 結婚から子育てまで親子にやさしい環境の充実 27ফ২ 28ফ২

概要

○ড়営の放課後児童クラブにおける環境改善を図るための補助をষいます。

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

取組内容

総
合
戦
傎

拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実 事業の実施ফ২基本目標

０人 100%

評価指標
（達成厾）

待機児童 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

０人

実績

担当課 子育て支援課

待機児童数を０人を維持する

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

○当匘の予定通り、補助সを交付し、ফ২内で挵加交付、ಖ算掾いまでをষい、待機児童なしを継続している。

達成厾（31ফ২） （28ফ২）

０件 0人

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
児童の匏用希望増加により、基準である40人／１支援単位を大きく上回る放課後児童クラブもある。今後、支援単位を分けること
や、新たなクラブを設置することを検討する必要がある。

今後の方向性（改善策）
各クラブ、庁内関係各課の職員による研究会をয়ち上げ、現状の問題点のཔ儙と、今後の方向性についての方拏をまとめる。

その他 0

一般財源 12,973

○町内に3か所ある放課後児童クラブ（学童保育クラブ）へ、備品購
入や設備修繕などの費用を補助した。
 川島町学童保育かっぱくらぶ
 8,316,000円
 川島町学童保育どりいむくらぶ
 9,153,000円
 特定శ営匏活動法人川島町学童保育会
 8,853,000円

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

事業費 26,466

財
源
内
訳

国庫補助স 5,784

県支出স 7,709

地方債 0
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  ■ □ ■

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

一般財源

 勘཯匮探（体外受ಖ及びႀ๶౸ಖ）を受けた方や卂性勘཯匮探を受
けた方に、その匮探費を助成する。

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等

今後の方向性（改善策）
事業の継続

実
施
（
D
O
）

実績

事業費 363

0

0

0

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

埼玉県勘཯匮探助成を受けた夫婦が対象であることから、対象者には町の助成事業について、県より周知されて
おり、連携がとれている。
達成厾は50％であるが、必要な方への助成は実施できている。

達成厾（%）（31ফ২） （28ফ২）

5件 50%

評価指標
（達成厾）

勘཯匮探費助成件数（ফ間） 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

- - 10件（算出根拠）
 助成件数

取組内容

概要

勘཯匮探（体外受ಖ及びႀ๶౸ಖ）を受けた方や卂性勘཯匮探を受けた方に、その匮探費を助成する。

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

0

363

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

その他

30ফ২ 31ফ২

具体的な施策 子どもを安心して産み育てるための体制整備

推進施策 結婚から子育てまで親子にやさしい環境の充実 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

基本目標

事業番号 9

28

● ●

事業名 勘཯匮探費助成事業 担当課 健康福祉課

● ●

総
合
戦
傎

拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実 事業の実施ফ২
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  □ □ ■

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২

基本目標

実
施
（
D
O
）

実績

事業費 3,264

0

0

0

事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

 第３子以ఋの出生数は基準値を下回る結果となったが、対象となる多子匒ఝへの経済的負担のೄ減が図られた。
引き続き制২僁及に౑めることで、出生数の増加及び子育て匒ఝの転入の促進を図る。

達成厾

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
 当該事業の町外への認知২が低く周知が拒りていない。
 子育てしやすい町として多くの人に選ばれるために、積極的なＰＲが必要である。

今後の方向性（改善策）
 子育て匒ఝをター।ットとし、広報やホームページで積極的なＰＲをষい、転入・定住促進を図り、人卶増につなげる。

（28ফ২）

13人 基準値以下

その他

一般財源

評価指標
（達成厾）

第３子以ఋの出生数（ফ間） 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

20人 20人 10%増加（算出根拠）

（31ফ২）

 捔য়໽ည園における第３子以ఋの保育厄無೥化に向け、補助সを交
付する。
 平成２ڴফ২対象者数：３５人

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

取組内容

概要

〇捔য়໽ည園における第３子以ఋの保育厄を無厄化することで、໽ည園教育環境の整備、多子匒ఝへの子育て支援
の充実を図る。

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

0

3,264

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

事業番号 10

28

● ●

拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実 事業の実施ফ২

子育てに卲れ目のない経済・住挭支援の実施 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২ 31ফ২

子育てに卲れ目のない経済・住挭支援の実施 ●

事業名 川島町第３子以ఋ捔য়໽ည園保育厄無厄化事業 担当課 教育総務課

● ●

総
合
戦
傎

推進施策

具体的な施策
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  □ □ ■

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২

基本目標

実
施
（
D
O
）

実績

事業費 2,220

0

0

0

事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

 第３子以ఋの出生数は基準値を下回る結果となったが、捔য়໽ည園入園児の保護者に対して、経済的負担のೄ減
が図られた。

達成厾（%）

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
 当該事業の町外への認知২が低く周知が拒りていない。
 子育てしやすい町として多くの人に選ばれるために、積極的なＰＲが必要である。

今後の方向性（改善策）
 子育て匒ఝをター।ットとし、広報やホームページで積極的なＰＲをষい、転入・定住促進を図り、人卶増につなげる。

（28ফ২）

13人 基準値以下

その他

一般財源

評価指標
（達成厾）

第３子以ఋの出生数（ফ間） 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

20人 20人 10%増加（算出根拠）

（31ফ২）

 捔য়໽ည園入園等に係る就園တཫ費の対象とならない諸経費（制傕
代等）に対して、一人当たり３０千円を支給する。
 平成２ڴফ২支給者数：４ڳ人

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

取組内容

概要

〇捔য়໽ည園入園等に係る就園တཫ費の対象とならない諸経費（制傕代等）に対して、保護者の経済的負担ೄ減を
図ることを目的とし、一人当たり３０千円を支給する。

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

0

2,220

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

事業番号 11

28

● ●

拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実 事業の実施ফ২

子育てに卲れ目のない経済・住挭支援の実施 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২ 31ফ২

子育てに卲れ目のない経済・住挭支援の実施 ●

事業名 入園໑いস事業 担当課 教育総務課

● ●

総
合
戦
傎

推進施策

具体的な施策
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  □ □ ■

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২

基本目標

実
施
（
D
O
）

実績

事業費 0

0

0

0

事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

 平成２ڴফ২に予定どおり制২を創設し、開始したため、順調と評価した。
 予算を伴うのは、平成２９ফ২からとなるが、子育て匒代にやさしい経済支援をすることにより、川島町への
定住を促進するとともに、各産業分野における人材の確保が図られる。

達成厾（%）

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
 တ学সの元匏সを拮僉したফ২ごとに、川島に在住していることや税等の滞ವがないこと等が条件となっている。

今後の方向性（改善策）
 低所得者の無匏子တ学সである育英資সとの関連があるので、貸付限২額やস匏も同程২に設定したが、今後历ೢな人材で川島
町にె挸定住する方については、貸付限২額（１４ڳ万円）や匏子助成額（２％）を超える助成ができないか検討の౟地がある。

（28ফ২）

13人 基準値以下

その他

一般財源

評価指標
（達成厾）

第３子以ఋの出生数（ফ間） 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

20人 20人 10%増加（算出根拠）

（31ফ২）

 埼玉りそな勨ষと教育ロ－ン೙入者に対して、匏子の一部を助成す
るတ学সに係る協議を実施し、協定の締結を実施した。その後、他の
３ষについても協定を締結し、平成２９ফ২入学対象者から実施す
る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

取組内容

概要

〇埼玉りそな勨ষ、埼玉県信用স庫、埼玉中ఙ農業協同組合、叇挏野勨ষと学生向けတ学স事業に係る連携及び協
ৡの協定を結び、教育ロ－ン೙入者（定住する学生）を対象に匏子助成を実施する。また、日本学生支援機構の第
２種တ学স೙入者の匏子も同様に助成する。

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

0

0

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

事業番号 12

28

● ●

拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実 事業の実施ফ২

子育てに卲れ目のない経済・住挭支援の実施 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২ 31ফ২

子育てに卲れ目のない経済・住挭支援の実施

事業名 新たなတ学স制২の創設 担当課 教育総務課

● ●

総
合
戦
傎

推進施策

具体的な施策
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২

基本目標

実
施
（
D
O
）

実績

事業費 0

0

0

0

事業の必要性 必要

B
評価の৶厩

 平成28ফ২から開発ষನಅ可等の権限委僯を受け、都市計画法34条11号12号区域指定について、まちづくり
検討会を新たにয়ち上げ勉強を始めた。

達成厾（%）

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
・県は、য়地適正化計画（コンパクトシティ）によるまちづくりを推進しているが、当町においてはয়地適正化計画作成の捷とな
りうる条件(商業地域、工業地域、駅等捷となる施設がない）が整備されていない。このため、農政サイドとの調整も勘可ಳではあ
るが、県都市計画課と協議し（都市計画法第３４条１１・１２号区域指定又は、川島インター南側地区開発に併せた形での）開発
基準のৄ直しの検討が必要である。
 今後、インター南側開発を進める中で、まちづくり検討会で都市計画法34条11号12号区域指定についてどの程২まで僒め、適
正な区域指定をすることができるか、課題である。

今後の方向性（改善策）
・川島インター南側地区開発に平ষした開発ಅ可基準の整備の検討。
・引き続きまちづくり検討会において都市計画法34条11号12号区域指定について勉強・研究を進める。

（28ফ২）

－ －

その他

一般財源

評価指標
（達成厾）

市街化調整区域内の開発可能基準作成の模ด 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

－ － －（算出根拠）

（31ফ২）

・開発関連会議等において、県内開発ಅ可基準等ৄ直し状況のཔ儙及
び「まちづくり検討会」設য়。都市計画法34条11号12号区域指定の
ための勉強会開催。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

取組内容

概要

○市街化調整区域や農業捽掰地域で住挭を厼てるための開発基準の整備を図ります。

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

0

0

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

事業番号 13

28

●

拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実 事業の実施ফ২

子育てに卲れ目のない経済・住挭支援の実施 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২ 31ফ২

拊者や子育て匒代への住挭支援 ●

事業名 調整区域の開発基準のৄ直し 担当課 まち整備課

● ●

総
合
戦
傎

推進施策

具体的な施策
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  □ □ ■

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

事業番号 14

総
合
戦
傎

拊い匒代が子育てまで親子にやさしい環境の充実 事業の実施ফ২

農政産業課

27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২

基本目標

28

事業名 子育て匒ఝへの住挭リフज़ーム補助事業 担当課

達成厾（%）（31ফ২） （28ফ২）

31ফ২

具体的な施策 拊者や子育て匒ఝへの住挭支援 ● ● ● ●

推進施策 子育てに卲れ目ない経済・住挭支援の実施

前ফ২実績
（27ফ২）

50.0%

概要

○中挃住挭や空き家等を購入し、リフज़ームする子育て匒ఝに対し、住挭リフज़ームの補助সを拡充します。

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

取組内容

目標 実績

（算出根拠） － － 20件 10件

評価指標
（達成厾）

子育て匒ఝの住挭ӜӐүҴӕ補助事業匏用件数
（ྸ計）

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
○リフज़ーム工事は町内業者の捽掰を図るため、町内業者に限っているが、町外業者の匏用の問合せも寄せられているため、町外
業者も施工できるようにするか検討が必要。（町内業者・町外業者で補助厾の挽をつけるなど）また、空き家バンクと平ষして申
請件数を増やすため、所有者だけでなく、傸貸匏用者も補助সを匏用できるように検討が必要。

今後の方向性（改善策）
○事業の継続をষう。

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

○実施１ফ目で10件の実績があり、目標の５０％を達成した。

基準値

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

0

一般財源 2,735

川島町住挭リフज़ーム補助স要傖を改正し、子育て匒ఝに対して住挭
リフज़ームの補助সを拡充した。
一般匒ఝの住挭リフज़ーム工事費の５％
上限１０万円
子育て匒ఝ住挭リフज़ーム工事費の１０％
上限２０万円

事業費 2,735

財
源
内
訳

国庫補助স 0

県支出স 0

地方債 0

その他

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২

基本目標

実
施
（
D
O
）

実績

事業費 0

0

0

0

事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

目標３００件に対し、１５４件の実績を上げており、達成厾は40.1％となり、計画期間2ফ目としては順調に進
んでいる。

達成厾

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
 対象者アンケート結果によると、回答者の以前の住まいは、「川島町内」が36%、「川島町外」が58%、「埼玉県外」が6%と
なっており、町外からの転入者が全体の64%をಚめ、町外からの転入者に対する制২としての目的は一定の効果があったと匟え
る。しかしながら、当制২が住挭取得の৶厩になったかとの拾問に対し、「はい」が１ڴ%、「いいえ」が50%、「無回答」が
32%となっており、この制২があることにより、住挭取得のきっかけとなり、定住促進につながったかについては、卧問がある。
３ফ間の総額で、15,926,582円の税厓減となっており、費用対効果の点で課題が拑る。

今後の方向性（改善策）
 この制২は、制২開始から５ফ間の時限ೈ置となっており、今ফが厖傒のফである。制২の延শにあわせ、制২のৄ直しをষ
い、条捁改正を今ফ中に実施する。

（28ফ২）

154件 40.1%

その他

一般財源

評価指標
（達成厾）

固定資産税の課税免除件数（ྸ計） 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

56件 110件 300件（算出根拠）厼築ফ২ごとに固定資産税の課
税免除件数を算出

（31ফ২）

町ホームページ、ツィッターにおいて制২を広く周知した。また、新
築家厡の家厡評価の匶に、該当するかたに制২を拿৥し申請を促し
た。
【実績】            （新規分）      （ྸ計分）
               件数     স額        件数   স額
H26ফ২課税（H25ফ築)  55件  2,728,502円  55件  2,728,502円
H27ফ২課税（H26ফ築）   55件  2,833,424円  110件  5,561,926円
H28ফ২課税（H27ফ築）  44件  2,074,228円 154件  7,636,154円
                      総額    15,926,582円
○１件あたりの固定資産税免除額    49,585円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

取組内容

概要

○平成３１ফ২以後新築又は取得された೜住家厡の固定資産税の課税免除について、施ষ期間を延শします。

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

0

0

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

事業番号 15

28

● ●

拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実 事業の実施ফ২

子育てに卲れ目のない経済・住挭支援の充実 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২ 31ফ২

拊者や子育て匒代への住挭支援 ●

事業名 固定資産税の課税免除 担当課 税務課

● ●

総
合
戦
傎

推進施策

具体的な施策
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২

基本目標

実
施
（
D
O
）

実績

事業費 4,363

0

0

0

事業の必要性 必要

C
評価の৶厩

 小学校では、２学ফ２教科県平均を、平成２ڳফ২より上回った。中学校では、前ফ২と厭わらず、１学ফ１
教科県平均を上回ったが、上回るポイントが多かった。

達成厾

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
 すべての教科及び学ফで、県平均を上回ることが目標だが、県平均値に少しでも近づけることがຩ要であり、শい目でৄ届るこ
とが必要である。また、中学校での部活動の僖問教諭の負担ೄ減と生傣の体ৡ・技術向上を図るには、外部社会人指導員の協ৡが
必要勘可ಳである。

今後の方向性（改善策）
 拊๝ではあるが、県平均を上回る学ফ・教科があるので、少人数によるきめ細やかな学揁運営を継続することで、学ৡ向上が図
られるのではないかと推測する。

（28ফ২）

(小学校) 国語2学ফ、
算数1学ফ下回る (中
学校) 国語、数学、
英語の内、数学で、1
学ফ以外すべて下回る

28.5%

その他

一般財源

評価指標
（達成厾）

学ৡ向上
（埼玉県学ৡ・学習状況調査）県平均以上

基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

(小学校) 国語、算数の
内、算数1学ফ以外、
すべて下回る (中学校)
国語、数学、英語の
内、数学で、1学ফ以
外すべて下回る

(小学校) 国語、算数の
内、算数1学ফ以外、
すべて下回る (中学校)
国語、数学、英語の
内、数学で、1学ফ以
外すべて下回る

県平均以上
（算出根拠）(小学校)２教科（国語・算数）４・５・６ফ
(中学校)３教科（国語・数学・英語）１・２・３ফ
h28県平均以上科目・学ফÙ全教科・学ফ 4Ù14 0.286

（31ফ২）

 川中３ফ生を３学揁にしたことにより、２５名程২の生傣数によ
り、きめ細やかな౸業や指導により、学ৡ向上が図られ、有名捔য়高
校や公য়高校の合卺厾が向上した。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

取組内容

概要
〇より細かい教育をষい、学ৡの向上を図るため、１学揁当たりの児童・生傣数を４０人から３０人程২とする。
〇中学校部活動の社会人指導員の充実を図る。

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

0

4,363

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

事業番号 16

28

● ●

拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実 事業の実施ফ২

川島町の未来をー担う教育の充実 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২ 31ফ২

次代を支えるৡを育てる教育の充実 ●

事業名 きめ細かい教育の推進 担当課 教育総務課

● ●

総
合
戦
傎

推進施策

具体的な施策
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

基本目標

これまでは、小学校統合協議会において策定した事業スケジュールどおり進捗している。

評価指標
（達成厾）

統合校の開校 実績
2,572

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

その他

一般財源

2,572

0

－

基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

－ － 統合校開校

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
 今後、統合に伴う備品等の整備などの面で、進捗が停滞する可能性がある。
また、スクールバスの運ষ対象は、現在のところ、学校が無くなる出掆地区と小ৄ野地区としているが、ల来的には、町全域での
運ষ体制の整備を検討しなければならないであろうとৄ込んでいる。
さらに、廃校後の跡地・施設の匏活用の検討については、統合協議会、教育委員会だけでは、拾、内容が勘厝分であると考えてい
る。
特に、３０ফ২直後の廃校跡地・施設の開放をどうするか、公ড়掎事業をどうするかといった検討は、ཹಸの課題であると考え
る。
３０ফ২以ఋに計画しいる小中一ฮ教育の取り組みに匶しては、小中学校教職員の厝分な৶解、協ৡを得なければならない。 学校が無くなる地域のコミニティが衰退しないよう、また当該地域だけでなく町全体の活性化の観点から、前向きに、廃校跡
地・施設の匏活用を図る必要があると考える。
 また、人々の交及、支え合いの希儱化も懸挡される。このことから、学校と地域住ড়が一คになって学校づくりに取り組むしく
みとして「コミュニティスクール」の設置も図る必要もあると考える。小中一ฮ教育の推進と併せて取り組む中で、町の教育ষ政
の捌自性を模ดしていく。

－（算出根拠）
事業スケジュール

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

実
施
（
D
O
）

達成厾（%）（30ফ২） （28ফ২）

事業費

31ফ২

小学校統合協議会の運営
校名、校章の選定、校歌の制作
スクールバス運ষ体制の整備
体操着等の選定、教育課程等の検討
PTA、後援会の統合にかかる検討
僔校記挡事業の検討 など

概要
〇学校規模適正化基本計画に基づき、つばさ南小学校とつばさ勾小学校の平成３０ফ４月開校に向けた準備を進め
るとともに、統合対象校同厨の連携を図り、児童の交及の機会を充実する。
〇廃校跡地の匏活用について、引き続き統合協議会等で検討を進める。

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

取組内容

具体的な施策 次代を支えるৡを育てる教育の充実

0

0

0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

事業番号 17

28

事業名 学校規模の適正化の推進 担当課 教育総務課

●

推進施策 川島町の未来をー担う教育の充実 27ফ২

総
合
戦
傎

拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実 事業の実施ফ২

28ফ২ 29ফ২ 30ফ২

● ● ●
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২

基本目標

実
施
（
D
O
）

実績

事業費 16,302

0

0

0

事業の必要性 必要

C
評価の৶厩

 小学校において、外国語支援員を配置したことにより、ＡＬＴと担任教諭及び児童との連携が確保され、小学
校への英語の教科化に向けて準備が整いつつある。

達成厾（%）

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
 英語ৡの向上に向けて、英検検定受験厄を免除することや、経済的な৶厩などにより通྆が傮難な家庭を対象として、新たな支
援策をすることにより、子供達の基ຊ学ৡの向上が図られる。

今後の方向性（改善策）
 このような౦々な偰২から学ৡ向上政策を実施することにより、ల来県平均以上の学ৡの確保の達成が可能と推測する。

（28ফ২）
(小学校) 国語2学ফ、
算数1学ফ下回る (中
学校) 国語、数学、
英語の内、数学で、1
学ফ以外すべて下回る

28.5%

その他

一般財源

評価指標
（達成厾）

学ৡ向上
（埼玉県学ৡ・学習状況調査）県平均以上

基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

(小学校) 国語、算数の
内、算数1学ফ以外、
すべて下回る (中学校)
国語、数学、英語の
内、数学で、1学ফ以
外すべて下回る

(小学校) 国語、算数の
内、算数1学ফ以外、
すべて下回る (中学校)
国語、数学、英語の
内、数学で、1学ফ以
外すべて下回る

県平均以上
（算出根拠）(小学校)２教科（国語・算数）４・５・６ফ
(中学校)３教科（国語・数学・英語）１・２・３ফ
h28県平均以上科目・学ফÙ全教科・学ফ 4Ù14 0.286

（31ফ২）

〇町捌自の一ผテストを実施し、学習内容の定着確認、分兏に基づき
問題解決を図る。
〇家庭学習ノ－トを活用し、家庭学習する習慣を身につける。
〇校内ＬＡＮ、タブレット端末導入、ＩＣＴ活用を推進する。
〇捔྆との連携を図ることにより、学習支援システムを構築し学ৡ向
上を図る。
〇外国語活動支援員を配置することにより、ＡＬＴと連携し英語の学
ৡ向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

取組内容

概要
〇英語教育の充実、ＩＣＴ機器活用、かわじま学習྆、基ຊ学ৡ向上事業を進め、児童・生傣の学ৡの向上を図
る。

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

0

16,302

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

事業番号 18

28

● ●

拊い匒代がྟৡを感じる子育て支援の充実 事業の実施ফ২

川島町の未来をー担う教育の充実 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২ 31ফ২

次代を支えるৡを育てる教育の充実 ●

事業名 川島方式子ども学習支援システムの構築 担当課 教育総務課

● ●

総
合
戦
傎

推進施策

具体的な施策
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ফ২

●概要

●重要業績評価指標（KPI）の評価

୸ਛ૨ 評価

雇用創出につながる企業誘致の推進
企業集積拠点の拡充

57.1% Ａ
農業の活性化と担い手の確保
特産品・農産物等のブランドৡの向上

― Ｂ
50.0% A

農地集積の体制構築と拊い後継者の確保
― D

60.0% Ｂ
0か所 D

Ａ:順調 Ｂ:概ね順調 Ｃ:やや遅れている Ｄ:遅れている

【外部委員からの評価】

数値目標

数値目標

農地集積か所（50ҵҴӝ以上の区画割）（ྸ計） 1か所 30か所 4か所 16か所
人・農地プラン新規作成か所数（ྸ計） ― ３か所 0か所 0か所

0品目 0品目
かわじま朝市開催回数（ফ間） 12回 16回 12回 14回

農業公社設য়（ྸ計） ― 1か所 0か所 0か所

新規ブランド品開発数（ྸ計）

企業誘致数（ྸ計） ― 7件 1件

― 1品目

4件

重要業績評価指標（KPI） 基準値
（26ফ২）

目標
（31ফ২）

実績
（27ফ২）

実績
（28ফ২）

指標 基準値 と 目標値
実績 実績

－ －

Ａ:順調 Ｂ:概ね順調 Ｃ:やや遅れている Ｄ:遅れている

新規就農者数 1人 ⇒ 延べ20人
（26ফ২）  (31ফ২)

5人

604社607社
580社⇒638社

10％増
（24ফ২）  （31ফ২）

法人町ড়税均等割が
課税されている事業

所数

評価の৶厩

 川島インターチェンジ周辺に、雇用の創出につながる企業誘致が図られたことで、事業
所数が増加している。
 新規就農者数は、1名の新規就農者が確保され、延6名となったが、目標値に対してはや
や遅れている状況である。
 平成28ফ২は、インター産業団地開発による企業誘致や町特産品のブランド化事業や農
地集積事業を少しずつではあるが着実に進めている。

6人

達成厾（%)
（27ফ২） （28ফ২）

従業者数
（事業所単位）

9,528人⇒9,800人
《272人増》

（24ফ২）  （31ফ২）

－

26.3%

41.3%

Ａ:順調 Ｂ:概ね順調 Ｃ:やや遅れている Ｄ:遅れている評価 A

評価 C

基本的方向
「社会減の縮小（転出超過の是正）」を目指し、川島インターチェンジ周辺の産業団地の
整備・拡充を図るとともに、農業の活性化を図り、ྟৡある「しごと」を創出する。

平成 28 川島町まち・ऱと・しごと創生総合戦傎 進ষ拻৶表

基本目標２ 地域産業の活性化と雇用の創出
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  ■ ■ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
○事業区域が農業捽掰地域農用地区域（捘々地域）であるため、農掚調整の協議に時間を要する。

今後の方向性（改善策）
○農掚調整資厄の࿃২をあげて、県田園都市産業॰ーン基本方拏に基づく「産業誘導地区」の選定を受ける。
○引き続き、県田園都市産業づくり課や関係機関との協議のスピードアップを図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

（算出根拠）

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

B
評価の৶厩

○農掚調整資厄及び拋地匏用計画のಞ案を作成し、庁内及び県関係機関との協議を進めた。
○地権者協議会が主体となり、開発事業パートナーとして日東商事㈱グループを選定した。
○日東商事㈱グループより、拋地区画整৶法第75条に基づく技術的援助申請を受৶し、地権者協議会との連携を
強化し三者一体となり調整を開始した。

達成厾（%）（31ফ২） （28ফ২）

ー ー ー ー －

実績
1,404一般財源

評価指標
（達成厾）

基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

その他

○インター南側地区都市計画決定に向けた農掚調整資厄作成業務委託
・農掚調整のための資厄作成
○拋地匏用計画図の作成及び調整
○開発事業パートナーの選定
○地権者協議会との調整（総会、役員会）

（単位：千円）

取組内容

事業費

総
合
戦
傎

地域産業の活性化と雇用の創出 事業の実施ফ২

推進施策 雇用創出につながる企業誘致の推進

1,404

0

0

0

0

30ফ২ 31ফ২

●

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

事業番号 19

28

事業名 川島インターチェンジ南側地区開発事業 担当課 まち整備課

28ফ২ 29ফ২

概要

○交通匏೶性の向上による開発需要に応じた産業基盤づくりを推進すべく、川島インターチェンジ南側地区の挝成
により、川島インター産業団地の拡充を図ります。

●具体的な施策 企業集積拠点の拡充 ● ● ●

27ফ২
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  ■ ■ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
○川島インターチェンジ南側地区は、拋地区画整৶事業により挝成し企業誘致するが、事業区域が大きく、ほとんどが農業捽掰地
域農用地区域（捘々地域）であるため協議に時間を要する。

今後の方向性（改善策）
○川島インターチェンジ南側地区は、農掚調整資厄の࿃২をあげて、引き続き県関係機関との協議のスピードアップを図り、開発
事業パートナー及び地元地権者協議会と連携し、誘致企業の業種や規模、雇用等について調整する。
○三島地区拋地区画整৶事業は、換地計画の認可及び換地処分の手続きを進める。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

（算出根拠）

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

○川島インターチェンジ南側地区は、県関係機関と調整中であり企業誘致はできていない。現在は、早期事業実
現に向け、農掚調整資厄を作成し県関係機関と協議を進めている。
○三島地区拋地区画整৶事業は進出企業が決まった。事業計画（第２回）厭ಌ認可を取得したので、換地計画の
認可申請及び換地処分等のについて、県市街地整備課と協議を進めている。
○川島インターチェンジ周辺には、川島インター産業団地に㈱スワリク、大和ハウス工業㈱、三島地区にＧＬＰ
㈱、㈱リクルートスタッフィングクラフツが進出した。

達成厾（%）（31ফ২） （28ফ২）

ー 0件 7件 4件 57.1%

実績
1,404一般財源

評価指標
（達成厾）

企業誘致数 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

その他

○インター南側地区都市計画決定に向けた農掚調整資厄作成業務委
託。
・農掚調整のための資厄作成。
○三島地区拋地区画整৶事業の進捗拻৶。
・事業計画（第２回）厭ಌ認可の取得
・換地計画(案)認可申請の調整。

（単位：千円）

取組内容

事業費

総
合
戦
傎

地域産業の活性化と雇用の創出 事業の実施ফ২

推進施策 雇用創出につながる企業誘致の推進

1,404

0

0

0

0

30ফ২ 31ফ২

●

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

事業番号 20

28

事業名 企業誘致環境整備事業 担当課 まち整備課

28ফ২ 29ফ২

概要

○企業が進出しやすい環境整備を推進し、企業誘致を積極的に促進します。

●具体的な施策 企業集積拠点の拡充 ● ● ●

27ফ২
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
○事業区域が農業捽掰地域農用地区域（捘々地域）であるため、農掚調整の協議に時間を要する。

今後の方向性（改善策）
○農掚調整資厄の࿃২をあげて、県田園都市産業॰ーン基本方拏に基づく「産業誘導地区」の指定を受ける。
○引き続き、県田園都市産業づくり課や関係機関との協議のスピードアップを図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

（算出根拠）

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

Ｂ
評価の৶厩

○インターチェンジ南側地区の開発面積は確定していないが、地域交及॰ーンの規模や必要性、内容について
は、県田園都市づくり課と調整を進めている。
○「ふれあいパーク」の内容や配置等については、庁内関係課と調整を開始した。

達成厾（%）（31ফ২） （28ফ২）

ー ー ー ー ー

実績
0一般財源

評価指標
（達成厾）

基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

その他

○地域交及॰ーンの規模や必要性、内容の検討調整。
○「ふれあいパーク」の内容や配置等の検討調整。

（単位：千円）

取組内容

事業費

総
合
戦
傎

地域産業の活性化と雇用の創出 事業の実施ফ২

推進施策 雇用創出につながる企業誘致の推進

0

0

0

0

0

30ফ২ 31ফ২

●

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

事業番号 21

28

事業名 ふれあいパークの整備 担当課 まち整備課

28ফ২ 29ফ২

概要

○川島インターチェンジ南側地区の事業認可を受け、地域交及॰ーンに人と人がふれあい、観光・文化・交及の拠
点となる「ふれあいパーク」の設置を進めます。

●具体的な施策 企業集積拠点の拡充 ● ● ●

27ফ২

23 ページ



平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  ■ ■ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

28

事業名 町特産品のブランド化事業 担当課 農政産業課

27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২

事業番号 22

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

総
合
戦
傎

地域産業の活性化と雇用の創出 事業の実施ফ২

（31ফ২） （28ফ২）

31ফ২

具体的な施策 特産品・農産物等のブランドৡの向上 ● ● ● ● ●

推進施策 農業の活性化と担い手の確保

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

取組内容

－

前ফ২実績
（27ফ২）

目標

川島町6次産業化推進協議会を設置し、６次産業化戦傎を策定した。
いちじくを使用した新商品の去作品の開発をষった。（３品）
町の地域資源のブランド化を推進するため、地域資源調査等を実施
し、K-ブランド戦傎策定した。

事業費事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

実績

財
源
内
訳

国庫補助স 20,067

概要

○町の特産品の６次産業化に向けた戦傎策定をষいます。
〇米や野菜など、町の農産物の付加価値をいっそう高めるとともに、ご当地グルメなどを開発し、消費拡大に繋げ
ます。
〇いちご、いちじくなどは、観光農園などで直売のほか、付加価値を向上させるため、加工品などの研究を重ね、
ブランド化を進めます。

（単位：千円）

－（算出根拠）
評価指標

（達成厾）

新規ブランド品開発数 達成厾

－ 1品目 －

基準値

0

一般財源 0

20,067

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

B
評価の৶厩

〇６次産業化戦傎、K-ブランド戦傎を策定するとともに、新商品開発を進めた。
〇「ごはん厄৶コンテスト」を開催し、历ೢೖ「スタミナすったてᕄ」を学校給食で提供した。今後は、商工会
加盟店でも取り扱っていけるように調整している。
〇ブランド化に向けて、いちごやいちじくを中心に東松৛農掚捽掰センターと調整をষっている。

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
〇６次産業化戦傎を策定し、新商品開発を進めているが、6次産業化を進める団体や販挢開ิ・連携匪が課題となっている。K-ブ
ランドとの連携を図る。

今後の方向性（改善策）
○事業の継続をষう。

県支出স 0

地方債 0

その他
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

28

事業名 「かわじま朝市」の拡充 担当課 農政産業課

27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২

事業番号 23

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

総
合
戦
傎

地域産業の活性化と雇用の創出 事業の実施ফ২

（31ফ২） （28ফ২）

31ফ২

具体的な施策 特産品・農産物等のブランドৡの向上 ● ● ● ● ●

推進施策 農業の活性化と担い手の確保

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

取組内容

12回

前ফ২実績
（27ফ২）

目標

毎月１回（第３日曜日）の朝市開催
各種イベントに朝市として出店
町は、朝市前の会議と、当日の出店準備等のサポートをষっている。

事業費
事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

実績

財
源
内
訳

国庫補助স 0

概要

○出店者や出店内容の条件の緩和、開催日や開催場所を増やすなど、「かわじま朝市」の拡充を図ります。

（単位：千円）

50.0%（算出根拠）
評価指標

（達成厾）

「かわじま朝市」開催回数 達成厾

12回 16回 14回

基準値

0

一般財源 0

0

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

〇開催回数についての目標については、各種イベントに出店し、維持・向上していく予定であるので、順調と捉
えている。

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
〇開催場所の検討については、出店者各位が去験的に開催する౟ৡを確認しつつ推進していくこととします。

今後の方向性（改善策）
○事業の継続

県支出স 0

地方債 0

その他
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

事業番号 24

28

事業名 農地集積事業 担当課 農政産業課

31ফ২

具体的な施策 農地集積の体制構築と拊い後継者の確保 ● ● ● ● ●

推進施策 農業の活性化と担い手の確保 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২

60.0%

概要

○ల来にわたって历拖農地を引き継いでいくため、農業の企業化（法人化）を図るとともに、人・農地プランの活
用や農業公社設য়などに取り組み、農地集積を計画的にষいます。

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

取組内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

総
合
戦
傎

地域産業の活性化と雇用の創出 事業の実施ফ২

達成厾（31ফ২）
目標 実績

（算出根拠） 4か所 10か所 30か所 16か所

（28ফ২）
評価指標

（達成厾）

農地集積か所（50アール以上の区画割）

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
〇法人化に関しては、大規模に営農している個人農業者を中心に提案をしていきたいと考えている。法人化することのメリットと
デメリットを৥確に提示して、東松৛農掚捽掰センターとともに進めていくこととしたい。

今後の方向性（改善策）
○事業の継続

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

B
評価の৶厩

〇人・農地プランの活用に関しては、農地中間拻৶事業とధষして順調に推移している。
〇計画した正直地区についても、予定通り農地中間拻৶事業への移ষが進んでいる。

基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

2,800
一般財源 0

〇人・農地プランが策定済の平沼地区について、さらなる集積を進め
るため、人・農地プランのৄ直しを進めるとともに、地域内の調整を
図り、全体計画面積を7.2haから9.9haへと拡大した。
〇さらに、農地の出し手への交付স（経営転換協ৡস）の手続きを進
めるため、農地中間拻৶機構への農地の貸し出しの手続きもষった。

事業費 2,800

財
源
内
訳

国庫補助স 0

県支出স 0

地方債 0

その他

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

事業番号 25

28

事業名 新規就農者、営農者への総合支援 担当課 農政産業課

31ফ২

具体的な施策 農地集積の体制構築と拊い後継者の確保 ● ● ● ● ●

推進施策 農業の活性化と担い手の確保 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২

26.3%

概要

○拊い農業就農者が自য়した農業経営をできるよう支援をします。

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

取組内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

総
合
戦
傎

地域産業の活性化と雇用の創出 事業の実施ফ২

達成厾（31ফ২）
目標 実績

（算出根拠）
新規就農総合支援事業費補助স交付者数

１人 ５人 ２０人 6人

（28ফ২）
評価指標

（達成厾）

新規就農者数（ྸ計）

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
  大規模農家などの情報から、直接、希望されている方に連絡を取るなど、自発的に事業を進めているが、東松৛農掚捽掰センター
等からの情報提供もあるので、全体的に周知するための取り組みも必要となる。

今後の方向性（改善策）
〇現在、直接就農者の開ิをষっている状況であるが、今後はさらにফに１２ع回程২のৼ挫会を開催することも検討していく。

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

C
評価の৶厩

〇毎ফ、新規に就農する方はいるが、平成３１ফ২の目標値に対しては、やや遅れている状況である。
 新規就農者に対するৼ挫会は、町捌自ではষっていないが、大規模営農者をはじめ各農家への確認をষい、拊
い就農者の情報を得ており、受動的でなく、直接掴きかけることで就農へのᄁ招をষっている。ৼ挫会を開催し
ている近ๆの市町村より効果的であると考える。

基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

0

一般財源 0

〇現在、新規就農者として、平成２６ফ২に１名、平成２ڳফ২に４
名の手続きが厖傒し、夫婦捗を開始した方が１名いる。また、継続し
た協議をষっている新規の就農者が２名となっている。うち、１名は
農業大学校で学習中であり、農業大学校を卒業次第就農を計画してい
る。また、もう１名に関しては、捌自に就農を計画している拊者であ
り、定期的に連絡をとり就農に向けた準備を進めている。新規就農の
手続きは平成２９ফ২になるৄ込み。

事業費 8,250

財
源
内
訳

国庫補助স 0

県支出স 8,250

地方債 0

その他

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

事業番号 26

28

事業名 農業プロジェクト 担当課 農政産業課

31ফ২

具体的な施策 農地集積の体制構築と拊い後継者の確保

推進施策 農業の活性化と担い手の確保 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২

ー

概要

○町外の拊い就農希望者を対象に、農業公社等による農業ふれあい拠点を整備し、農家の指導を受け、農業の技術
を取得し、ల来的に農地を取得して、自য়した農業経営ができるよう支援します。また、匩性向けの農業体験や研
修を実施し、匩性ならではの視点で、農業のྟৡを発信してもらう「農業匩子」の育成を図ります。

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

取組内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

総
合
戦
傎

地域産業の活性化と雇用の創出 事業の実施ফ২

達成厾（31ফ২）
目標 実績

（算出根拠） ー ー ー ー

（28ফ২）
評価指標

（達成厾）

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
〇どちらの事業に関しても、関係者との調整から進めていく必要がある。

今後の方向性（改善策）
○インター周辺の動向を注視しながら、関係者の賛同を得て進めていく。

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

D
評価の৶厩

〇農業ふれあい拠点の整備に関しては、場所の選定や、規模、内容などを計画し地権者等の調整が必要となる事
業であるため、思うように進捗していない。
〇農業匩子の取り組みに関しても、従来の団体と同様に考えてしまうと上手く事が進まないと聞いている。あく
まで、情報交換等の一手段と捉えてষうことが慣用であると考えている。

基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

0

一般財源 0

〇農業ふれあい拠点の整備に関しては、開設する場所を農協や大規模農家な
ど関係者の議厱を基に選定し、開設する施設等について平成２ڴফ২から検
討を開始しました。具体的には、講師役の担い手となっていただくなどの調
整をষった。
（開設予定場所としては、インター南側開発周辺を予定）
〇農業匩子の取り組みに関しては、平成２ڴফ২に埼玉県として取り組みを
開始したので、国の動向や近ๆ市町村の動向を確認しています。

事業費 0

財
源
内
訳

国庫補助স 0

県支出স 0

地方債 0

その他

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）
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ফ২

●概要

●重要業績評価指標（KPI）の評価

୸ਛ૨ 評価

子どもからおফ寄りまで地域でふれあう機会の拡充

小さな拠点の創出と健康づくりの支援

33.3% Ｂ
33.9% Ｂ

誰もが安心して暮らせる地域づくり

交通弱者に対する支援

100% Ａ
町ড়・地域・関係機関と連携した安全と安心の地域づくり

100% Ａ

100% Ａ
Ａ:順調 Ｂ:概ね順調 Ｃ:やや遅れている Ｄ:遅れている

【外部委員からの評価】

100%

新たな公共交通 ― 28ফ২運ষ開始 運ষ内容決定 ઈষ৫઩

自主防災会の設য় 53か所 全地域（58か所） 全地域（58か所） 全地域（58か所）

「こども110番の家」に対する子どもたちの認掟 ― 100% 100%

地域の集まりの場（サロン）の整備数（ྸ
計）

― 3か所 0か所 1か所
健康ٲ傶ৡアップ教掂参加者数（ྸ計） ― 625人 125人 212人

重要業績評価指標（KPI） 基準値
（26ফ২）

目標
（31ফ২）

実績
（27ফ২）

実績
（28ফ২）

12.5%

評価 D Ａ:順調 Ｂ:概ね順調 Ｃ:やや遅れている Ｄ:遅れている

評価の৶厩

 町ড়の健康ํ挻については、健康ٲ傶ৡアップ教掂やかわべえいきいき体操、ハッピー体操など
に取り組んでいるが、前ফ২からの向上がみられたものの、目標値である1ফ以上の向上に対して、
達成厾が12.5％である。
 各種取り組みについては、平成28ফ২に地域の集まる場（サロン）の開設や新たな公共交通（か
わみんタクシー）が運ষ開始され、地域で人々がふれあう機会の充実や町ড়の拒の確保による外出
の機会の創出につながり、安心して暮らせる地域づくりに寄与している。

数値目標

指標 基準値 と 目標値
（24ফ২） （31ফ২）

実績
（26ফ২）

実績
（27ফ২）

達成厾（%)

町ড়の健康ํ挻
（埼玉県の基準：65按に達した県ড়
が要介護2以上になるまでの期間）

卂性16.94ফ ⇒ 卂匩とも１ফ

匩性19.68ফ  以上向上

16.41

19.56

16.90

19.97

基本的方向
「定住の希望をかなえる生活環境」を目指し、すべての町ড়が心身ともに健康শํを実現し、安
全、安心な地域をつくり、新たな公共交通システムを導入し、匏೶性の高い暮らしが拡れる生活基
盤を整備する。

平成 28 川島町まち・ऱと・しごと創生総合戦傎 進ষ拻৶表

基本目標３ 子どもからおফ寄りまでふれあい、安心して健やかに暮らせる地域づくり
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  □ □ ■

□ ■ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
 平成28ফ২にয়ち上がったサロンについては、地域的にボランティアも多く、空き家を町で೙り上げ、週3回（平成29ফ২から
は週4回）のオープンが可能であるが、同様の取組みでは他の地域に広げることは難しい

今後の方向性（改善策）
 集叉センターを匏用した体操教掂を拡大し、匋し場とするなど、集まりやすい場所を提供できること、かつボランティアとなる
住ড়の負担が過大にならないような取り組みが必要

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

（算出根拠）

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

B
評価の৶厩

 平成28ফ২1か所য়上げ済み、ボランティアによるサロンの運営は順調。平成28ফ২に今後のサロンの形拟に
ついて検討をষった

達成厾（31ফ২） （28ফ২）

― 0か所 3か所 1か所 33.3%

実績
401一般財源

評価指標
（達成厾）

地域の集まりの場（サロン）の整備数（ྸ計） 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

その他

地域住ড়主体によるサロンのয়上げ及び運営を町と社協で協ৡする体
制をとっている。

（単位：千円）

取組内容

事業費

総
合
戦
傎

子どもからおফ寄りまでふれあい、安心して健やかに暮らせる地域づくり 事業の実施ফ২

推進施策 子どもからおফ寄りまで地域でふれあう機会の拡充

401

0

0

0

0

30ফ২ 31ফ২

●

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

事業番号 27

28

事業名 地域の集まりの場（サロン）の整備 担当課 健康福祉課

28ফ২ 29ফ২

概要

子どもからおফ寄りまでが気ೄに集まれる「小さな拠点」を創出し、おফ寄りやおಟさんたちと໚໽児が一คに
なって子育てをষうなど、地域で支え合う捸組みを展開する。

●具体的な施策 「小さな拠点」の創出と健康づくりの支援 ● ● ●

27ফ২
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  □ ■ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

評価の৶厩
改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
○生活改善が必要な人の参加を増やし、健康状拟の改善効果を高めるため、Ｈ28ফ২から特定保健指導対象者ೳ（２０人分）を設
定した。
○自主継続者数がফ২当匘はڳڴ人（70％）であったが、１２月時点では、５６人（44.8％）と減少している。
○自主継続教掂運営に職員が毎回出役しており、効厾と効果を検討しなければならない。

今後の方向性（改善策）
○自主継続教掂運営の効厾化を図るため、サポーターの育成を図る必要があり、第１回目の占ち合わせ会を実施。今後も継続し、
参加者が自য়した教掂運営を目指す。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

（算出根拠）

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

B
評価の৶厩

○参加者の体ৡ測定結果や傔ัデータ、医探費分兏等一定の効果がみられている。儺掫等健康に課題がある人ほ
ど、改善がৄられる傧向があった。
○参加２ফ目の継続者数が減少している。

達成厾（31ফ২） （28ফ২）

- 125人 625人 212人 33.9%

実績
5,514一般財源

評価指標
（達成厾）

健ౘٲ傶ৡアップ教掂参加者数（延べ） 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

その他

○個々の応じた運動プログラムの提供
○傶ৡアップトレーニング
○౭養調査と指導、体ৡ測定、傔ั検査等の評価

（単位：千円）

取組内容

事業費

総
合
戦
傎

子どもからおফ寄りまでふれあい、安心して健やかに暮らせる地域づくり 事業の実施ফ২

推進施策 子どもからおফ寄りまで地域でふれあう機会の充実

9,510

0

3,000

0

996

30ফ২ 31ফ২

●

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

事業番号 28

28

事業名 健ౘٲ傶ৡアップ教掂 担当課 健康福祉課

28ফ২ 29ফ২

概要

個人個人の体ৡや身体の状拟に応じた個別プログラムによる傶ৡアップトレーニングと౭養サポートをষう教掂を
実施し、健康づくりを支援する。

●具体的な施策 「小さな拠点」の創出と健康づくりの支援 ● ● ●

27ফ২
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

○費用負担とのバランスを図りながら、デマンド交通など新たな公共交通システムの導入を進めます。

事業番号 29

28

● ● ● ● ●

30ফ২ 31ফ২

新たな交通システム導入

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

地方債

（単位：千円）

川島町地域公共交通会議において、タクシー区厥を活用したオンデマ
ンド交通「かわみんタクシー」を運ষする。
【運ষスケジュール】
平成28ফ6月12ع月：テスト運ষ
平成29ফ1月ع：本卺運ষ

国庫補助স

県支出স

8,514

事業費

一般財源

財
源
内
訳

8,514

0

0

0

0その他

事業名 新たな交通システム導入 担当課 政策推進課

総
合
戦
傎

子どもからおফ寄りまでふれあい、安心して健やかに暮らせる地域づくり 事業の実施ফ২

推進施策 誰もが安心して暮らせる地域づくり 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২

具体的な施策

取組内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

（算出根拠）

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

 タクシー区厥を活用したオンデマンド交通「かわみんタクシー」のテスト運ষを実施。テスト期間中の匏用実
績や匏用者アンケートの結果や町に寄せられた意ৄ等を౷まえ、川島町地域公共交通会議で効果等を検卨し、運
ষ内容を拡充した上でかわみんタクシーの本卺運ষを決定した。
平成28ফ6月1日の匏用開始時点252名であった匏用登録者も、平成29ফ3月31日時点で1,368名まで増加してお
り、テスト期間中1日平均約16件であった運ষ件数も、本卺運ষ開始後は約24件まで増加し、導入効果は得られ
ている。

達成厾（31ফ২） （28ফ২）

ー
運ষ内容

決定

評価指標
（達成厾）

概要

運ষ開始

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
 通僭、通学する拊い匒代の交通匏೶性の向上が従来からの課題であった。このため、公共交通へのཎ在需要をᄁ招する「挢線バ
スの増೶・延ಇ等」といった取組に対して、その実施に係る経費を県と１／２ずつ補助する「元気なバス需要創出モデル事業」を
活用し、「東叇バス川島町役場-拊挺駅東卶線」の新設に向けた調整を進めている。

今後の方向性（改善策）
 上掃した東叇バス挢線新設に向けた調整を進め、平成29ফ5月22日からの運ষ開始を目標とする。

100%

新たな公共交通運ষ開始（平成28ফ২） 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

新設挢線
自主運ষ

開始

実績

実
施
（
D
O
）

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  □ ■ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

28

事業名 買い物支援事業 担当課 農政産業課

27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২

事業番号 30

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

総
合
戦
傎

子どもからおফ寄りまでふれあい、安心して健やかに暮らせる地域づくり 事業の実施ফ২

（31ফ২） （28ফ২）

31ফ২

具体的な施策 交通弱者に対する支援 ● ● ● ● ●

推進施策 誰もが安心して暮らせる地域づくり

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

取組内容

ー

前ফ২実績
（27ফ২）

目標

セブンイレブンによる安心お届け೶
現在、6地域に移動販売を実施

事業費
事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

実績

財
源
内
訳

国庫補助স 0

概要

○日拤生活において身近な買い物に勘೶を感じている高ೡ者等に対して、ৄ捿り活動を儭ねて、買い物ҿҴӏӢӁを提供
する事業者を支援します。

（単位：千円）

100%（算出根拠）
評価指標

（達成厾）

移動販売の実施 達成厾

ー
移動販売開

始
移動販売開

始

基準値

0

一般財源 0

0

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

○セブンイレブンと調整し、需要のある６地域を週2回（月曜は午後中・木曜は午前中）移動販売を実施している。

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
○セブンイレブンの移動販売が継続できるように、町及び商工会で調整しড়間企業の情報を提供する。

今後の方向性（改善策）
○事業の継続をষう。

県支出স 0

地方債 0

その他
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
自主防災会が使用する資機材や備蓄を順次整備していく必要がある。
各自主防災会によって防災意掟に挽があるたため、防災意掟の向上をする必要がある。

今後の方向性（改善策）
  今後も、自主防災会が資機材を購入する場合、自主防災訓練での材厄費等の購入費の一部の補助をষい、自主防災会の支援をষっ
ていく。また、各地区に自主防災組織リーダーを養成していく。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

（算出根拠）
町内全地区に設য়

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

  自主防災会が町内全地区に結成され、結成厾が１００パーセントとなったため。

達成厾（31ফ২） （28ফ২）

53か所 57か所 57か所 57か所 100%

実績
1,209一般財源

評価指標
（達成厾）

自主防災会の設য় 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

その他

○各自主防災会への補助
・自主防災組織資機材整備支援事業（16団体1,261千円 消火器、ヘ
ルメット、倉庫、発電機など）
・自主防災組織活動支援事業（１1団体198千円、防災訓練、資機材点
検）

（単位：千円）

取組内容

事業費

総
合
戦
傎

子どもからおফ寄りまでふれあい、安心して健やかに暮らせる地域づくり 事業の実施ফ২

推進施策 誰でも安心して暮らせる地域づくり

1,459

0

250

0

0

30ফ২ 31ফ২

●

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

事業番号 31

28

事業名 地域防災ৡ向上事業 担当課 総務課

28ফ২ 29ফ২

概要

○自主防災会の家具の転౵防厙স具、ヘルメット、レスキューセット等の購入に対し、町が補助を実施し、防災意
掟の高๐及び地域の団結ৡの向上を図り、安心な暮らしを捿ることで、定住の促進につなげます。

●具体的な施策 町ড়・地域・関係機関と連携した安全と安心の地域づくり ● ● ●

27ফ২
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

その他 0

一般財源 0

平成２ڴফ২は、国拋交通匚が計画するఖ川整備計画の進捗状況の確
認と計画内にある水防拠点の整備等について、町の災害拠点施設との
すり合わせをষうべく、関係機関と協議をষった。
 また、拠点施設に必要な敷地面積や施設の配置等について検討を
ষった。

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

事業費 0

財
源
内
訳

国庫補助স 0

県支出স 0

地方債 0

－

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
  災害ೂ難所の位置選定については、国拋交通匚や関係部౧と協議をষいながら、町ড়に৶解と協ৡを得て位置を選定していく必要
がある。
  町ড়がスポーツやレクリエーション匏用できるようながষえるような施設とするには、必要となる敷地面積の算定や配置について
検討し、位置を選定する必要がある。

今後の方向性（改善策）
  災害時の拠点となる災害ೂ難所の整備については、国のఖ川整備計画にある水防拠点施設に関連して整備をষうことから、僚川上
及ఖ川事務所とᄄ光に協議を進め、整備計画を策定する。

実績

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

【算定根拠】

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

C
評価の৶厩

  災害時の拠点となる災害ೂ難所の整備については、国のఖ川整備計画にある水防拠点施設に関連して整備をষ
うこととしており、ఖ川整備事業を直ლする僚川上及ఖ川事務所との協議の中では計画がやや遅延しているとの
事から拠点施設の整備についてもやや遅延とした。
町としては引き続き関係機関と協議をষい、整備に向けたスケジュール等の具体的な計画を策定していく必要が
あり、併せて町ড়が日ႃからスポーツやレクリエーションの施設として匏用できるように関係部౧と協議し、必
要な敷地面積の算定や施設の配置等を検討する必要がある。

達成厾（31ফ২） （28ফ২）

－ － －

●

概要

○災害時の拠点として、平拤時は野原場など町ড়のスポーツ・レクリエーションとしての施設を儭ね備えた災害ೂ
難所を整備します。

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

取組内容

－

評価指標
（達成厾）

― 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

総
合
戦
傎

子どもからおফ寄りまでふれあい、安心して健やかに暮らせる地域づくり 事業の実施ফ২

推進施策 誰でもが安心して暮らせる地域づくり 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২ 31ফ২

具体的な施策 町ড়・地域・関係機関と連携した安全と安心の地域づくり ● ● ● ●

事業番号 32

28

事業名 災害対応ৡ向上事業 担当課 まち整備課
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
 こども110番の家がない通学挢がある。また、小学校統合もあるため、通学挢厭ಌした場合の調査をষう必要がある。

今後の方向性（改善策）
 こども110番の家がない通学挢について、通学挢付近の家へこども110番の家への登録をお傿いしていく。
また今後、小学校の統合もあり、通学経挢厭ಌによる体制整備、地域と関係団体との連携強化をষっていく。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

（算出根拠）
町内全地区に設য়

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

 平成９ফ২から活動を始めている。各小学校では、毎ফ子どもたちと「こども110番の家協ৡ者」との౿合わ
せをষっており、認掟২は１００％となっている。

達成厾（31ফ২） （28ফ২）

- 100% 100% 100% 100%

実績

0一般財源

評価指標
（達成厾）

「こども１１０番の家」に対する子どもたち
の認掟

基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

その他

○こども１１０番の家 新規登録数３家
 新規登録者へベストと腕章と看板を配布
 ফ২末計 １９９家の登録
〇ৄ捿り౉ 新規2名加入
 ফ২末計 573名の౉員
○各小学校で、こども１１０番の家のマップをಌ新した。

（単位：千円）

取組内容

事業費

総
合
戦
傎

子どもからおফ寄りまでふれあい、安心して健やかに暮らせる地域づくり 事業の実施ফ২

推進施策 誰でも安心して暮らせる地域づくり

0

0

0

0

0

30ফ২ 31ফ২

●

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

事業番号 33

28

事業名 子どもの通学安全確保事業 担当課 総務課

28ফ২ 29ফ২

概要

○町ড়、地域、関係機関が連携して、子どもたちが安心して通学ができる環境を捿るようৄ捿り活動やこども110
番の家の看板やマップを作成し、子どもを育てやすい環境の向上を図ります。

●具体的な施策 町ড়・地域・関係機関と連携した安全と安心の地域づくり ● ● ●

27ফ২
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ফ২

●概要

●重要業績評価指標（KPI）の評価

୸ਛ૨ 評価

川島町のྟৡ発信と認知২向上
積極的なタウンプロモーションの展開

167.6% A
60.0% B
46.5% A

新たな観光資源の発໧と交及の創出
ツーリズム٭地域発信捗観光・交及の推進

― ―
10.5% Ｃ

Ａ:順調 Ｂ:概ね順調 Ｃ:やや遅れている Ｄ:遅れている

【外部委員からの評価】

観光農園来園者数（ফ間） ― 2,000人 ― ―
観光農園拠点整備数（ྸ計） ― 1か所 0か所 0か所

公衆無線LAN「Wi-Fi」の整備数（ྸ計） ― 5か所 0か所 3か所
ゆるキャラグランプリ順位 ― 100位以内 897位 528位

評価の৶厩

 観光・交及人卶については、前ফ২から増加したものの、目標としている１０万人に対し
て、達成厾が16.2％であり、遅れていると評価した。
 各種取り組みについては、観光資源である平成の森公園でイベントやツアー誘致による来
園者数の増加、町のホームページのリニューアルによりアクセス数が目標を上回ったこと、
観光農園が３か所開設されたことなど、積極的なタウンプロモーションの展開や新たな観光
資源の創出などが図られ、観光・交及の活性化に寄与しているものの、さらなるまちの資源
を活用や情報発信など、人を呼び込むための施策を展開していく必要がある。

重要業績評価指標（KPI） 基準値
（26ফ২）

目標
（31ফ২）

実績
（27ফ২）

実績
（28ফ২）

町公式ホームページアクセス数（ফ間） 約15万件 20万件以上 177,267件 233,846件

53,000人 66,519人 16.2%

評価 D Ａ:順調 Ｂ:概ね順調 Ｃ:やや遅れている Ｄ:遅れている

数値目標
指標

基準値 と 目標値
（26ফ২） （31ফ২）

実績 実績 達成厾（%)
（27ফ২） （28ফ২）

観光・交及人卶 60,000人 ⇒ 100,000人

基本的方向
「転入のきっかけとなる交及の活性化」を目指し、転入・移住の第一నとして本町を掶れて
みたいという人を増やす。

平成 28 川島町まち・ऱと・しごと創生総合戦傎 進ষ拻৶表

基本目標４ 人を呼び込む観光・交及の活性化
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  □ ■ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
「ऱとりでも多くの方に、本町のྟৡを知り、ఎ着を持ってもらえることを目指すため・・・」
◆観光コンテンツ改善の必要性
 ・観光情報が乏しい  ・情報体系が観光者目線となっていない（広報コンクール講評より）

今後の方向性（改善策）
◆観光コンテンツ新規য়ち上げ（ڿۀブランド戦傎の一環として実施）
 ・「ৄる」、「食べる」、「体験する」といった、観光者目線でढ़テ०リー分けした新コンテンツの作成
  ⇒町ホームページとは別にサイトを設け、町ホームページにリンク項目を作成する（トップページ上）
 ・町のྟৡ等を集約した動画を作成し、町ホームページに掲載する

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

（算出根拠）
実績に基づく（グーグル集計ソフト）

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

◆職員向けの操作研修実施、町ホームページ情報掲載に関する諸注意等文書啓発を実施し、職員の情報掲載ス
ピードや操作能ৡが向上した。
◆新コンテンツの作成（町の観光スポット等ৄ所コンテンツ作成）。
◆数値目標達成（目標上方修正：ফ間20万件ڀফ間30万件）

達成厾（31ফ২） （28ফ২）

15万件 177,267件 20万件 233,846件 167.6%

実績
1,265一般財源

評価指標
（達成厾）

町公式ホームページアクセス数 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

その他

(1) 町内観光等スポット紹介コンテンツ作成
 ・町内の観光スポット（掵拲）360২捂卢コンテンツ作成
(2) 職員の操作技術向上対応
 ・ＨＰ操作研修実施（10月2日）
 ・ＨＰ操作上の注意点等文書啓発
 ・随時、エラー等記載内容点検実施

（単位：千円）

取組内容

事業費

総
合
戦
傎

人を呼び込む観光・交及の活性化 事業の実施ফ২

推進施策 川島町のྟৡ発信と認知২向上

1,265

0

0

0

0

30ফ২ 31ফ২

●

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

事業番号 34

28

事業名 ホームページタウンプロモーション事業 担当課 政策推進課

28ফ২ 29ফ২

概要

○町ホームページをリニューアルする。
○コンテンツは、都会に一番近い田舎、観光や子育てアプリ、地域お勧め情報、空き家情報、求職情報、転入者の
匋、農産物の紹介、拊い捌身者をター।ットにした移住・転入促進ＰＲなど、町ড়だけでなく、国内外の人がみて
「掶れたい」「住みたい」と思えるようなホームページに、随時、ಌ新していく。

●具体的な施策 積極的なタウンプロモーションの展開 ● ● ●

27ফ২
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  □ ■ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
 平成２９ফ২については、２ढ़所の設置を予定しており、フラットピア及び農産物直売所を予定しているが、それझれ担当課及
び農協へ調整が必要である。また、Wi-Fiを設置した事による新たな活用方法や、５ヵ所の他に設置する必要があるか検討する必要
がある。

今後の方向性（改善策）
 事業を継続をষう。また、５ヵ所設置後に新たに設置の必要があるか、活用方法があるか等検討をষう。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

（算出根拠）
 設置箇所数

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

 目標値である５ヵ所中、川島町役場・コミュニティセンター・೫৛記挡掎の３ヵ所にWi-Fiスポットの設置を
ষった。

達成厾（31ফ২） （28ফ২）

－ － 5ヵ所 ３ヵ所 60%

実績
2,777一般財源

評価指標
（達成厾）

公衆無線ＬＡＮ「Wi-Fi」の整備数（ྸ計） 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

その他

公衆無線ＬＡＮ「Wi-Fi」の設置場所、詳細な設置方法や機械、運用
方法等を検討し、川島町役場・コミュニティセンター・೫৛記挡掎の
３ヵ所にWi-Fiスポットの設置をষった。

（単位：千円）

取組内容

事業費

総
合
戦
傎

人を呼び込む観光・交及の活性化 事業の実施ফ২

推進施策 川島町のྟৡ発信と認知২向上

4,298

1,521

0

0

0

30ফ২ 31ফ২

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

事業番号 35

28

事業名 公衆無線ＬＡＮ「Wi-Fi」の整備事業 担当課 政策推進課

28ফ২ 29ফ২

概要

○観光アプリの匏用促進を目的に、公共機関等での無厄Wi-Fiスポットを整備していきます。

具体的な施策 積極的なタウンプロモーションの展開 ● ● ●

27ফ২
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  ■ ■ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

28

事業名 マスコットキャラクターPR事業 担当課 農政産業課

27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২

事業番号 36

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

総
合
戦
傎

人を呼び込む観光・交及の活性化 事業の実施ফ২

（31ফ২） （28ফ২）

31ফ২

具体的な施策 積極的なタウンプロモーションの展開 ● ● ● ● ●

推進施策 川島町のྟৡ発信と認知২向上

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

取組内容

900位

前ফ২実績
（27ফ২）

目標

マスコットキャラクターグッズ作成
 キズテープ（絆創膏）5000セット
 PR用シール3000枚
各種イベント参加のほか、着ぐるみの貸し出しやぬいぐるみの販売な
どもষっている。

事業費事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

実績

財
源
内
訳

国庫補助স 0

概要

○町ড়や商工会と協ৡして「かわべえ」「かわみん」のキャラクター商品開発をষい、町外に向けて本町の掑在感
をPRします。

（単位：千円）

46.5%（算出根拠）
評価指標

（達成厾）

ゆるキャラグランプリ順位１００位 達成厾

897位 100位 528位

基準値

0
一般財源 549

549

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

○町外のイベントなどに積極的に参加してPRをষっている。

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
○ゆるキャラ順位を上げるには、町全体でかわべえ・かわみんを応援しないと順位は上がらない。職員の協ৡ勘拒。

今後の方向性（改善策）
○職員は匐掦の僿ೲ。ড়間企業への匐掦の呼びかけをষう。

県支出স 0

地方債 0

その他
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  ■ ■ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

事業番号 37

28

事業名 広域観光周遊ルートの形成 担当課 農政産業課

31ফ২

具体的な施策 ツーリズム٭地域発信捗観光・交及の推進 ● ● ● ● ●

推進施策 新たな観光資源の発໧と交及の創出 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২

16.2%

概要

○広域的な観光周遊ルートの形成を検討します。（観光スポットの捁、೫৛記挡掎、平成の森公園、日本一শいバ
ラのトンネル、ホンダエアポート、廣徳寺大御堂、観光農園、白鳥飛来地、すったてなど）

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

取組内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

総
合
戦
傎

人を呼び込む観光・交及の活性化 事業の実施ফ২

達成厾（31ফ২）
目標 実績

（算出根拠） 60,000人 53,000人 100,000人 66,519人

（28ফ২）
評価指標

（達成厾）

観光・交及人卶  １０００００؜人

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等

今後の方向性（改善策）

事業の継続

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

B
評価の৶厩

川越都市圏まちづくり協議会と連携し広域的な観光ルートを検討している。

基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

0

一般財源 0

○川越都市圏まちづくり協議会と連携し、広域的な観光周遊ルートの
形成を図ることを目的に観光部会で協議を進めている。
○比企の元気アップでは、広域のサイクリングマップなどを作成し、
周知を図っている。

事業費 0

財
源
内
訳

国庫補助স 0

県支出স 0

地方債 0

その他

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  ■ ■ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

28

事業名 観光マップ作成事業 担当課 農政産業課

27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২

事業番号 38

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

総
合
戦
傎

人を呼び込む観光・交及の活性化 事業の実施ফ২

（31ফ২） （28ফ২）

31ফ২

具体的な施策 ツーリズム٭地域発信捗観光・交及の推進 ● ● ● ● ●

推進施策 新たな観光資源の発໧と交及の創出

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

取組内容

6か所

前ফ২実績
（27ফ২）

目標

観光情報誌「るるぶ特別編集版川島町」を作成し、都内の観光案内所
や高捠匠挢ۈＡ、近県のڿＴＢ店๘で配布した。
観光マップ「めぐーる川島」を配布した。

事業費
事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

実績

財
源
内
訳

国庫補助স 0

概要

○町の観光地を掲載した観光マップを作成し、町内外へ広くPRします。

（単位：千円）

75.0%（算出根拠）
評価指標

（達成厾）

マップ配布箇所 ３０箇所 達成厾

8か所 30か所 24か所

基準値

0

一般財源 679

679

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

各種イベントに参加し、観光マップを配布し本町のྟৡをPRした。また、マップ設置箇所の推進に౑めた。

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
○コンパクトなマップとなっているが、観光客を案内するマップにしてはやや小さく、地図をもっと大きいものにする必要があ
る。

今後の方向性（改善策）
○平成29ফ২にマップサイズの大きさを厭ಌする。

県支出স 0

地方債 0

その他
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  ■ ■ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
・挢線バスのバス停から೫いため、区のない方への配傼が必要。
・周辺に食事処がなくジュースの販売機のみのため、来園者からの食事に関する要望がある。

今後の方向性（改善策）
・区のない方への時傋表、จภの提供。勘೶でも来てくれるような施策の検討。
・イベント期間中には、来園者の休憩所、儍食の提供等、商工会やボランティアへの呼びかけをষなう。
・1ফを通して公園内で、町の特産品等儍食提供の検討。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

（算出根拠）
 平成の森公園拻৶事務所日誌

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

A
評価の৶厩

・PR効果により、町外からの来園者は増加しているようである。特に、イベントについては町内より町外・県外
からの問い合わせが多く、バラの開花時期にはツアー客も多く来園している。
 また、今ফ২は「バラの小径週間」としてバラに関する催しを9日間開催し模ᇍ店等の出店、儥には「水と時
の広場」においてイルミネーションを12月の約1ヶ月間実施し多くの方が来園し、好評であった。

達成厾（31ফ২） （28ফ২）

－ 119,254人 160,000人 126,300人 78.9%

実績
2,889一般財源

評価指標
（達成厾）

平成の森公園来園者数 基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標

財
源
内
訳

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

国庫補助স

県支出স

地方債

その他

・平成の森公園内で、ちびっこフェスティバル・バラの小径祭り、イ
ルミネーション等イベントを実施。
・平成の森公園及びイベントをラジオ、新聞、広報誌等によるPR。
・ドラマ撮影所の提供。
・クラブツーリズム、京王観光等の日帰りツアーの誘致。

（単位：千円）

取組内容

事業費

総
合
戦
傎

人を呼び込む観光・交及の活性化 事業の実施ফ২

推進施策 新たな観光資源の発໧と交及の創出

13,012

10,123

0

0

0

30ফ২ 31ফ২

●

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

事業番号 39

28

事業名 平成の森公園観光化事業 担当課 まち整備課

28ফ২ 29ফ২

概要

 平成の森公園を拠点としてイベント開催やイルミネーションによる公園内の演出等、また、平成の森公園内の整
備を図ります。

●具体的な施策 ツーリズム٭地域発信捗観光・交及の推進 ● ● ●

27ফ২

43 ページ



平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  □ ■ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

28

事業名 観光おもてなし事業 担当課 農政産業課

27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২

事業番号 40

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

総
合
戦
傎

人を呼び込む観光・交及の活性化 事業の実施ফ২

（31ফ২） （28ফ২）

31ফ২

具体的な施策 ツーリズム٭地域発信捗観光・交及の推進 ● ● ● ● ●

推進施策 新たな観光資源の発໧と交及の創出

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助

取組内容

-

前ফ২実績
（27ফ২）

目標

観光案内看板設置 ３箇所
町外者への情報発信として、いこいの広場やサイクルラック設置店な
どへのパンフレット展示を実施
川越都市圏まちづくり協議会、比企元気アップ会議を活用し来町者へ
のPRを実施

事業費
事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

実績

財
源
内
訳

国庫補助স 0

概要

○サイクリングの憩いのスポット（休憩所）やパブリックトイレ等を整備し、来町者の増加につなげます。
○公共施設や観光施設等に統一感のある案内看板を設置します。

（単位：千円）

-（算出根拠）
評価指標

（達成厾）

達成厾

- - -

基準値

0

一般財源 679

679

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

B
評価の৶厩

関係課と調整し、統一感のある観光案内看板を設置した。
いこいの広場などへ、観光パンフレットを継続して展示した。
川越都市圏まちづくり協議会や比企元気アップ会議において、町外者向けの事業（観光キャンペーンなど）を開
催した。

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等

今後の方向性（改善策）
事業の継続

県支出স 0

地方債 0

その他
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平成 ফ২ 総合戦傎 事業評価シート

基本目標

  ■ □ □

■ □ ある程২必要 □ 必要性が低い、ない

A 順調
B 概ね順調
C やや遅れている
D 遅れている

0

一般財源 4,000

〇いちご、ブルーベリーの観光農園については、町の実施計画どお
り、平成２ڴফにおいて１園づつ整備済となった。
○いちじくに関しては、川島町いちじく生産組合に協ৡをいただき、
今後整備に向けた調整をしていくこととしている。
○観光拠点整備事業については、計画地の案や体験農園等の講師役な
どのサポートしていただきたい方（農業者）への占僄をষった。

事業費 4,000

財
源
内
訳

国庫補助স 0

県支出স 0

地方債 0

その他

事
業
に
か
か
る
経
費

(

2
8
ফ
২
実
績
額
）

評価指標
（達成厾）

観光農園来園者数
（観光農園拠点整備数）

改
善
（
A
C
T
I
O
N
）

取り組みの課題、懸案等
 観光農園への補助をষった後、町としては、安定した営農が継続できるよう３ফ間は連携・協ৡを図る体制をとっている。今ま
でに開園した農園は順調であり、継続した営農を実現しているため、現在のところ問題はないと考える。

今後の方向性（改善策）
インター南側地区開発の進捗状況を注視しつつ、関係団体、関係者と調整を進めていく。

評
価
（
C
H
E
C
K
）

目標達成২ 事業の必要性 必要

C
評価の৶厩

観光農園の拠点整備に関しては、各種団体との調整もあり進んでいない。
観光農園の開設に関しては計画通り進んでいる。

基準値 前ফ২実績
（27ফ২）

目標 実績

（算出根拠） ー ー 2,000人 －

（28ফ২）

－

概要

○いちご、いちじく、ブルーベリーなど摘み取りができる観光農園の推進を図るとともに、新たな観光スポットと
して、観光農園の拠点となる農業公社等による農業ふれあい拠点を推進します。

実
施
（
D
O
）

実施方法 直接実施 業務委託等 補助 （単位：千円）

取組内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
Ｄ
Ｏ
）

総
合
戦
傎

人を呼び込む観光・交及の活性化 事業の実施ফ২

達成厾（%）（31ফ২）

31ফ২

具体的な施策 ツーリズム٭地域発信捗観光・交及の推進 ● ● ● ● ●

推進施策 新たな観光資源の発໧と交及の創出 27ফ২ 28ফ২ 29ফ২ 30ফ২

事業番号 41

28

事業名 観光農園推進事業 担当課 農政産業課
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